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令和４年度  事 業 報 告 
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日） 

 

令和４年度の事業計画に沿って、定款、諸規定等を順守した的確な会運営、並びに各支部部会

との一体連携の下、各種の事業活動を展開し活性化に努めた。今年度は、新型コロナウイルス感

染症が拡大と収束を繰り返す中、事業活動の正常化を取り戻しながら、会員の皆様方の健康と安

全を第一に考え事業を実施した。 

 

   主な活動の概要は次のとおり。 

 

１  税の啓発活動 

  一般社団化時に申請認可を得た公益目的事業の「税金教室」「夏休み親子税金探偵団」「租税教

育充実の環境整備事業」「税の広報事業」の４つの事業の的確な推進、その他の公益目的事業とし

て小学６年生の児童を対象にした「税に関する絵はがきコンクール」と一般市民の参加も対象に

した「税法税務研修会」「ｅ－Ｔａｘ研修会」の定着に加え、将来の公益社団化を見据えた公益事

業の拡大に努めた。しかしながら「夏休み親子税金探偵団」は、感染拡大防止の観点からやむな

く中止した。今後とも一般市民や次世代を担う児童、生徒に税の仕組みなどを理解してもらうた

め、税金教室、租税教室の充実に努める。 

 

２  税制改正に関する提言活動 

  従来同様に会員からの税制改正に関する要望事項を税制委員会で検討・集約し県連に報告した。 

県連では各単位会から提出された要望事項を集約し全法連に報告、全法連で取り纏め、決議し 

たものを各省庁、各政党等に改正要望した。 

  令和５年度の提言では、基本的課題として①税・財政改革のあり方 ②経済活性化と中小企業

対策  ③地方のあり方 ④震災復興 ⑤納税環境の整備 ⑥環境問題に対する税制上の対応  

⑦租税教育の充実を掲げ、税目別の具体的課題として法人税関係は ①役員給与の損金算入の拡

充, 所得税関係は ①基幹税として財源調達機能の回復 ②各種控除制度の見直し ③個人住民

税の均等割 ④少子化対策 その他に相続税・贈与税関係、地方税関係等についても要望事項の

実現を目指して活動した。 

 

３  経営支援活動 

  コロナ禍の中、昨年度中止の総会時の記念講演は、リアルとズーム配信のハイブリッド方式に

より実施した。また、本年度途中から行動制限が解除されたことから、本会及び支部部会を含め、

感染対策を進めながら次の研修会等の経営支援活動を実施した。 

「どんな会社でもできる奇跡の職場の作り方」「タニタで学んだ成功法則」「記憶に残る人たち」

「大垣市政について」「被災の実体験から考える防災と災害」「ノルディックウォーク体験会」「い

まさら聞けない SDGsのイロハから実践ポイント」「健康経営の基本的な説明と認定取得のメリッ

ト」「元気になる気功教室（第１回～第 21回）」「魅力ある岐阜県の未来」「消費税インボイス制度

と電子帳簿保存法」「酒豪の多い地区少ない地区」等各種の講演会・研修事業を実施した。 

 



 

４  地域発展活動 

  支部部会でのオープン参加による各種の講演・研修会、更にはチャリティーゴルフや大垣ミナ

モソフトボールクラブとの連携事業、女性部会によるタオルやマスクの寄贈等の各種ボランティ

ア活動などを実施し地域社会に貢献した。 

 

５  福利厚生事業 

  健康診断、観劇会、保険制度など、会員の一層の福利健康増進と、法人会の財源確保を目的に

保険制度の紹介運動を実施し利用の拡大に努めた。 

 

６  会員支援事業  

  法人会の厳しい財政状況のもと、会報誌の充実、異業種交流・会員親睦交流を目的とした各種

事業や効果的な研修会を開催するなど会員メリットを損なわない運営に努めた。 

 特に、昨年度から本会主催で実施のチャリティ－ゴルフ、ノルディックウォークは、継続事業

として実施し、青年部会が現在実施している健康経営の推進に向けての一助として寄与している。 

 

７  会員増強推進活動 

コロナ禍の中、新規会員獲得には大きな成果は得られていないが、支部部会の役員会で未加入

者リストから加入勧奨対象者を抽出し、大同生命大垣営業所の推進員と情報を共有するとともに

地元金融機関からの勧奨協力を得て、会員増強活動を推進している。 

依然として、解散・廃業・倒産等やむを得ない事由による退会者が続発しており、更なる中小

企業対策及び新たな事業承継制度の活用及びＭ＆Ａの活用など後継者問題の解決に向けた取り組

みが求められる。 

 年度末の組織の状況としましては、前年同期比で実会員は２３社増加して２，６４９社となっ

たが、加入率は３８．３％と前年同期比では０．９％低下した。加入率が減少した理由として、

大垣税務署管内の所管法人数が２１６社増加したことによる。 

 

８  支部部会活動 

  会員増強活動及び福利厚生制度加入活動等に加え、各種の講演・研修事業など計画し、独自事

業の推進に努め、コロナと共生しながら、計画した事業の推進を図った。 

また、昨年の１月をもって簡易保険手数料収入が途絶え、実会員の減少等法人会の財政状況は

厳しさを増しており、支部部会に対する配賦額も減少の一途をたどっているが、限られた予算の

中で出来る限り公益目的に沿った事業の拡大に努めた。 

 

９  青女部会活動 

  大垣法人会の主な公益目的事業のうち、例年「夏休み親子税金探偵団」(今年度もやむなく中止)

は青年部会が、「租税教育充実の環境整備事業」は女性部会が担っており、更には、公益目的事業

の「税に関する絵はがきコンクール」（女性部会）の定着拡大に加え、税務職員を講師としたオー

プン参加の研修会を開催、また小学校での租税教室の開催を実施するなど公益目的事業の拡大に

努めた。 


